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1. はじめに 

我々は，フロンガス（冷凍冷蔵空調の冷媒）の循環型社会を実現するために，RefNEXT（＝Refrigerant
＋NEXT）と名付けた DX プラットフォームを開発・提供している。RefNEXT は，フロンガスのデジ
タル管理を目的とし，回収，収集，処理，再生・破壊，商品化（再利用），充填の６つのステップで構築

されたプラットフォームである。フロンガスは冷媒として価値を持っていたが，オゾン層破壊の問題が

明らかになり，製造が制限され，代替フロンへのシフトが進んでいる。だが，代替フロンもまた，オゾ

ン層を破壊しないとはいえ，二酸化炭素の数百〜数千倍もの温暖化効果を持つという問題がある(IPCC, 
2007)。このため，国際的に代替フロンの利用抑制と安全な回収と破壊が求められている(Kigali 
Amendment, 2016)。そこで代替フロンを循環させることに注目が集まっている。循環型社会とは，大
量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から脱却し，生産から流通，消費，廃棄に至るまで物質の効

率的な利用やリサイクルを進めることにより，天然資源の消費が抑制され，環境への負荷が低減される

社会を指す(環境省, 2008)。現状，日本国内におけるフロンガスの循環率は約 12%(経産省, 2021)と低い
が，理論的にはもっと高い循環率が可能である。この課題を解決するために，我々は循環の阻害要因を

特定し，それらに対処することを目指す。具体的には，オープンイノベーションを活用したビジネスエ

コシステムの形成を提案する。本報告では，我々の提案が循環型経済（サーキュラーエコノミー）にど

れほど寄与できるかを検討する。その結果，新たな取組みが循環率向上の鍵となる可能性を示すととも

に，その取組みが持続可能な社会の形成に向けた重要なステップであることを考察する。 
 
2. 先行研究 

循環型経済の概念は，資源の枯渇，経済的利益の持続性，廃棄物の増加といった一連の問題に対する解

決策として注目を集めている。しかし，この概念自体は新しいものではない。古くからリサイクル，リ

ユース，リデュースの取り組みが行われてきた中で，多くの業界で循環型経済は既に実践されている。

成功する循環型経済を実現するためには，環境への影響，資源不足，経済的利益という３つの側面を統

合的に考慮する必要がある (Lieder & Rashid, 2016)。 
 

 
図１．循環型経済を成功させるための要素 (Lieder & Rashid, 2016に基づき筆者作成) 
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循環型のプロセスやシステムには制約（ボトルネック）が存在する。Goldratt(1984)によれば，これら
の制約を適切に管理し最適化することで，全体のパフォーマンスを向上させることができる。循環型経

済の制約とは，この経済モデルの実施や進行を妨げる要因を指す。循環型経済は線形の「取る，作る，

廃棄する」という経済モデルとは異なり，資源の有効利用を目指すものである。このため，プロセスや

システムにおける制約があれば，その経済全体の発展に支障が出る可能性がある。したがって，利用可

能な資源の知識を効率的に収集し，関連業界が資源の再利用の可能性を理解することが必要である。特

に適切なビジネスケースの作成が重要であり，これは材料のコスト，市場の需要，処理費用など要因に

よって影響を受ける。循環型経済を推進する要因や障壁は多様であるが，例えば鉱業廃棄物の事例では，

金属の回収に明確なビジネスの機会がある一方で，転換を加速させるための障壁も存在する(Kinnunen 
& Kaksonen, 2019)。 
障壁への対処として，オープンイノベーションのアプローチとビジネスエコシステムの形成が有効であ

ると考えられる。立本(2011)は，グローバル経済の変動の中では，単一企業だけでビジネス全体に取り
組む従来の手法よりも，複数の企業間の協力によるオープンイノベーションが重要となると述べている。

Chesbrough(2003)は，このオープンイノベーションを「外部のアイディアや内部のアイディア，そして
外部の経路や内部の経路というものを，それぞれ組み合わせて，技術を進化させ，新しいビジネスモデ

ルを作成するパラダイム」と定義している。Breidbachと Brodie (2017) によれば，成功しているビジ
ネスはしばしばプラットフォームとして機能し，そのエコシステム内でのコラボレーションを通じて価

値を生み出す。Moore (1993) はこのようなエコシステムを相互依存する組織群が共同で価値を生み出
す集合体として捉えている。 
日本の製造業においても，モノづくりからコトづくりへの移行が進められている。延岡 (2016) は，サ
ービスの経済化と価値化の重要性を指摘している。製品の単純な購入ではなく，サービスとしての価値

提供にシフトしている現代のビジネス環境下で，日本の製造業はこれらの変化に適応しなければならな

い。サービスの経済化は新しいビジネスモデルを必要とし，サービスの価値化は日本の製造業の強みを

活かした新しい価値提供が求められる。日本の製造業企業のビジエスエコシステムへの参画は，サービ

ス経済化やサービス価値化の機会となる可能性がある。 
ビジネスエコシステムの形成においては， 二面市場の理論が参考となる。ネットワーク外部性を持つ
市場の多くは，二面市場である。ソフトウェア，ポータル，メディア，決済システム，インターネット

といった業界のプラットフォーム企業が成功するためには，市場の両サイドを味方につける戦略が重要

である（Rochet & Tirole, 2003）。これには，ネットワーク効果や価値の創出，クロスサブシディといっ
た概念が関連してくる(Fehrer et al., 2018)。 

表１．プラットフォームビジネスモデルの概要 (Fehrer et al., 2018を基に筆者作成) 
概念 説明 

ネットワーク効果 一方のユーザーグループの参加者数が増加することで，もう一方のグル

ープの価値が増大する。参加者が多く利用しているシステムほど，新し

いユーザーにとっても魅力的になる。 
価値の創出 両方のユーザーグループがプラットフォームを利用することで，新しい

価値が生まれる。需要側と供給側を結びつけるオンラインマーケットプ

レイスの提供が可能である。 
クロスサブシディ 一方のユーザーグループからの収益をもとに，もう一方のユーザーグル

ープにサービスを安価，あるいは無料で提供する。 
 
3. 日本国内におけるフロンガスの循環に関する現状 

日本では，フロンガスの回収，再利用，破壊などの取り扱いは，「フロンガス排出抑制法」によって規定

されている。この法律は，オゾン層を破壊する物質や地球温暖化を引き起こす物質の排出を抑制する目

的で制定された。具体的には，特定のフロンガスを使用する機器の製造，販売，使用，廃棄などの際に，

ガスの放出を抑える取り組みが義務づけられている。また，回収されたフロンガスの再利用や破壊の方

法についても規定されている。この法の下，企業や事業者は，フロンガスの適切な取り扱いを行い，そ

の取り組みの状況を報告する義務がある。そのため，環境省は日本国内の回収率を把握している。 
回収されるフロンガスの主な種類として，CFCs (クロロフルオロカーボン)，HCFCs (ハロゲン化水素
フルオロカーボン)，HFCs (ハイドロフルオロカーボン)，PFCs (ペルフルオロカーボン)，SF6 (六フッ
化硫黄) がある。 
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フロンガスの循環には，充填，回収，収集（運搬），処理，再生・破壊，商品化のプロセスが含まれる。

2019年度の廃棄時のフロンガス回収率は，推計で約 38%と低水準である(環境省, 2020)。これに対応し
て，環境省は 2020年 4月 1日に施行された法改正で，ユーザー（機器の管理者）がフロンガスを回収
し，専門の回収業者へ引き渡すことを強化する罰則を設け，都道府県による指導監督の実効性を向上さ

せる新しい取り組みを開始した。また，フロンガスの回収が確認できない機器については，廃棄物・リ

サイクル業者の引取りを禁じる措置も導入し，回収率の向上を目指している。さらに，フロンガスを使

用する製品の代替物質の開発や，業務用冷凍空調機器の漏れ防止策の強化など，フロンガスの排出抑制

の取り組みも進めている。 
表２．フロンガスの循環に関わるステークホルダー（筆者作成） 

プロセス 主な役割 主なステークホルダー 
充填 空調機器等に対するフロンガスの充填 第一種フロン類充塡回収業者 
回収 空調機器等からフロンガスをフロンガス専用

容器等に回収 
第一種フロン類充塡回収業者 

収集（運搬） 回収したフロンガス専用容器等を運搬 運搬業者 
処理 回収したフロンガスの分析を行い，大きなボン

ベにとりまとめ，再生・破壊業者に引き渡す 
処理業者（省令 49条） 

再生・破壊 回収したフロンガスの再生もしくは破壊を行

う 
第一種フロン類再生業者又はフロ

ン類破壊業者 
商品化（再利用） 再生したフロンガスを再利用し販売する 冷媒メーカー 
フロンの回収率が低い背景として，物理的な要因と運用上の要因が考えられる。環境への影響を踏まえ

て回収義務や罰則を設けたものの，Lieder & Rashid (2016)が指摘するように，資源が不足し，経済的
利益が確保されなければ，循環経済の成功は難しい。資源不足は，全世界での空調の需要増加や，新た

なフロンの製造規制に伴う国際的な合意の影響で深刻化している。しかし，経済的利益の側面から見れ

ば，フロンガスの回収によるインセンティブは，十分でないと感じられる。フロンガスの高い回収率を

実現するためには，ステークホルダーに経済的利益を提供する仕組みの検討が必要だと考えられる。 
 

4. 提案 

この課題の解決のため，循環の障壁となる要因を特定し，それに取り組むことが必要である。６つの循

環プロセスの中で，複数の問題点が浮き彫りになっている。これらの問題点は，物理的な要因と運用上

の要因の 2つに分けられる。 
表３．フロンガスの回収を阻害する要因（筆者作成） 

プロセス 物理的な要因 運用上の要因 
回収 フロンガスの回収業務に関する書類作

成等が煩雑で，対応がなされない 
フロンガスの安全な回収を実施する業

者の選別が難しい 
収集（運搬） フロンガスの容器管理が難しい（容器の

不足や再利用可能な容器が少ない） 
収集したフロンガスのトレーサビリテ

ィの仕組みがない 
処理 フロンガスの純度管理の仕組みがない フロンガスの純度管理の証明が難しい 
再生・破壊 フロンガスの回収業者が簡単に再生・破

壊業者にアクセスする仕組みがない 
適切に再生・破壊するメリットが少ない 

商品化（再利用） 再利用フロンガスを販売する仕組みが
ない 

再利用フロンガスを適正価格で販売で

きない（市場がない） 
充填 フロンガスの充填業務に関する書類作

成等が煩雑で，対応がなされない 
再利用したフロンガスの利用メリット

が感じられない 
 
このため，我々は RefNEXTという DXプラットフォームを開発した。RefNEXTは，回収，収集，処
理，再生・破壊，商品化（再利用），充填の 6つのステップでフロンガスをデジタル管理するプラットフ
ォームである。空調メーカーとのオープンイノベーションを通じて，2022年初めに実証試験を行い，そ
の後実運用を開始した。2023年 9月 1日現在，日本国内で流通するフロンガスのうち，5%以上にあた
る 461t のフロンガスをシステムで管理している。ステークホルダーに経済的利益（収益獲得と費用削
減）の機会を提供できることから，RefNEXTが循環経済の実現に寄与すると信じている。 
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図２．RefNEXTの概要（筆者作成） 

RefNEXT の導入により，ステークホルダーの運用上の課題や情報共有の難しさなどの物理的な問題へ
の対応が可能となった。しかしステークホルダーの大部分が RefNEXTを恒常的に運用しなければ，真
の解決とは言えない。 
そのため，オープンイノベーションを駆使し，RefNEXT を活用する関係者にインセンティブを提供す
るビジネスエコシステムの構築を提案する。具体的には，循環率が上昇するにつれて，関係者にメリッ

トが増えるようなシステムを作る。このアプローチは，二面市場の理論に基づいている。この理論によ

れば，プラットフォームがエンドユーザー同士の交流を促進し，各サイドに利益をもたらすことで市場

が活性化される（Rochet & Tirole, 2006）。例えば，回収業者へはディスカウント価格で提供し，データ
管理や再利用フロンガスの価値を高く評価するユーザーにはプレミアム価格でサービスを提供する。

Kouhizadeh et al. (2019) によれば，循環型経済環境に導入されるブロックチェーン技術がサポートす
る情報システムは、複数のレベルで循環経済のパフォーマンスを向上させることができる。そして循環

型経済のビジネスモデルを採用するには、循環性を測定するためのデータ収集を可能にするアプリケー

ションによってサポートされなければならない (Alves et al., 2022) 。そこで RefNEXT全体にブロッ
クチェーン技術を適用し，トレーサビリティを強化する。これにより，フロンガスの回収率と管理デー

タの品質向上を目指す。さらに再利用フロンガスの売買を RefNEXT上で実施できるようにする。実際
に，2023 年 9 月より商社，化学会社，工事整備会社などのステークホルダーとプラットフォームの活
用推進に向けた話し合いを始めた。 
今後は，このアプローチが循環型経済にどのように貢献するかを研究する。その結果として，新たな取

り組みが循環率向上のカギとなる可能性を示すとともに，その取り組みが持続可能な社会の実現に向け

た重要なステップであることを明確にすることを目指す。 
 
5. おわりに 

我々の取り組みはまだ始まったばかりで，フロンガスの循環率の具体的な向上度を示すことは容易では

ない。また，フロンガスの循環率が向上することがカーボンニュートラルへの有効性としてどれほどの

影響があるのか，現段階では明確には示せていない。今後の課題として，ビジネスエコシステムの構築

が日本国内でのフロンガスの循環率にどれほど影響を及ぼすのか，継続的な調査が求められる。さらに，

フロンガスの循環率向上が実際に再生フロンガスの利用増加に寄与するかも検証する必要がある。また，

カーボンクレジット制度の導入やその他の施策を進めることで，ステークホルダーのインセンティブを

さらに向上させる取り組みも考えられる 
日本が先進的に取り組むフロンガスの回収・循環システムを，フロンガス回収等の制度が未整備な海外

市場に展開する際，ビジネスエコシステムをグローバルに統一すべきか，それとも各ローカル市場に合

わせて構築すべきか，今後の研究の焦点として考察したい。  
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